
 

の質問に本当に似ていますので、何も再質

問する必要がございませんので、すべて抱

負ながらも答弁をしていただきましたこと

に感謝申し上げます。 

  では、私の質問は、これで終わります。

どうもありがとうございました。 

＋

 

 

  藤原民夫議員の質問 

 

 

○大沼 久議長 次に、順位３番、議席番号

16番、藤原民夫議員。 

   （16番藤原民夫議員登壇）（拍手） 

○１６番 藤原民夫議員 質問に入ります前

に、このたびの豪雪に当たりまして、まさ

に必死の除雪対策に当たられた市民の皆様

初め、関係市民の皆様に、心から敬意を申

し上げますとともに、残念ながら、その中

でお亡くなりになられた方、また負傷され

た方々に、心からお見舞いを申し上げるも

のであります。 

  さて、私は、革新クラブを代表して、市

長並びに教育長に質問するものであります。 

  初めに、「国民保護計画」づくりと、長

井市平和都市宣言との整合性について、市

長にお尋ねをいたします。 

  「県民のあゆみ」３月号によりますと、

平成16年に「国民保護法」、正式名称は

「武力攻撃事態等における国民の保護のた

めの措置に関する法律」が施行され、武力

攻撃や大規模テロ等が発生した場合に、国

民の生命、身体及び財産を守り、武力攻撃

による被害をできるだけ少なくするために、

国、県、市町村等の役割分担やその具体的

な措置について定めるものだというふうに

説明をしております。 

  いわゆる「日本有事」の際に、地方自治

体や指定公共機関などに住民の避難計画や

救援・復旧などの「国民保護計画」を策定

することを義務づけるもので、この計画に

は「社会秩序の維持」、「輸送、通信」、

「国民生活の安定」などが含まれるという

ものであります。 

  「武力攻撃事態法」は、「武力攻撃」な

どの意味を第２条で次のように規定してお

ります。一つは、武力攻撃とは、我が国に

対する外部からの武力攻撃を言う。二つ、

武力攻撃事態とは、武力攻撃が発生した事

態、または武力攻撃が発生する明白な危険

が切迫していると認められるに至った事態。

三つ目は、武力攻撃予測事態とは、武力攻

撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、

武力攻撃が予測されるに至った事態を言う、

としているのであります。つまり、「武力

攻撃予測事態」とは、「予測される」と政

府が判断すれば、日本がどこかの国から攻

められていなくとも、米軍の戦争を支援し、

国民を動員する体制に移れるようにするた

めの規定なのであります。 

  歴代のアメリカ政権は、日米安保条約の

もとで、アメリカの戦争に日本を参戦させ

ることに腐心してきました。しかし、他国

への先制攻撃や侵略、集団的自衛権を認め

ない日本国憲法第９条が制約となっている

ために、日米共同軍事作戦は認めておりま

せん。 

  今回、「武力攻撃予測事態」という形で

法律に明記したことは、対米軍事支援を可

能にする法的整備を進めたということにな

るのではないかと考えるものであります。

つまり、米軍と自衛隊の軍事行動を最優先

するための国民動員計画ということであり

ます。 

  政府は、「有事」と「災害」の国民保

護・救援計画の違いは何かという質問に対
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して、「災害は、地方が主導するのに対し

て、有事法制は、国が主導する」と説明し

ております。つまり、有事法制に基づく

「国民保護」や「避難」の計画は、米軍や

自衛隊が主導するところに最も大きな特徴

があるというのが政府の見解であります。 

  太平洋戦争で、国内で唯一、地上戦闘、

つまり着上陸作戦を経験した沖縄県では、

日本の軍隊によって、県民は邪魔者扱いに

されたり、スパイ容疑をかけられたりした

上に、「捕虜になることは許さない」とい

って「集団自決」をさせられるなど、悲惨

な経験を重ねたということであります。ま

た、上陸・侵攻してきた米軍によっても、

戦闘作戦円滑化のために、土地を立ち退か

されたり、強制的に収容所に収容されたと

いう経験を耳にするのであります。 

＋ ＋

  こうした歴史の教訓は、戦争における

「国民保護」は、軍事作戦を思いのままに

行うための方便に過ぎなかったということ

を示しているのであります。「国民保護計

画」がそうならないという補償は、全くな

いのであります。 

  また、「国民保護計画」は、国民の自由

と権利を侵害する計画になる、ということ

であります。「武力攻撃事態法」は、憲法

に保障された基本的人権、「国民の自由と

権利」を制限・侵害する場合があることを、

第３条第４項で公然と認めております。政

府の見解では、「自由と権利が必要最小限、

制限されることがある」というふうに答弁

をしているのであります。 

  こうした「国民保護法」の規定によって、

地方自治体が行うとされた仕事は、ほとん

どすべて法定受託事務とされており、その

ために全国の自治体は例外なく、「国民保

護計画」づくりや、その前提となる条例制

定を行うことになるわけであります。いわ

ば国からの待ったなしの業務押しつけとい

うことになるわけでありますが、その際、

市長にお聞きしたいことの一つは、長井市

が「市民憲章」とともにうたっております

「長井市平和都市宣言」の誓いと、このた

びの「有事法制」に基づく「国民保護計

画」の策定に関して、その整合性について

どのように市長はお考えか、また、憲法第

９条との関係はどう考えるのか、しかとご

答弁をお願いするものであります。 

  また、市民意識を戦争体制に導く啓発・

訓練を行うことが予想されますが、そうし

た取り組みに対してどのように考えるのか。

新聞報道によりますと、千葉県富浦町で先

ごろ行われた避難訓練では、小学生までが

動員されたということであります。 

  政府の「基本指針」によりますと、「有

事」すなわち「武力攻撃事態等」として想

定しているのは、一つは着上陸攻撃、二つ

目には航空攻撃、三つ目は弾道ミサイル攻

撃、四つ目はゲリラ・特殊部隊による攻撃、

さらに、テロ攻撃も対象となるということ

であります。 

  ところが、そう言っている当の政府自身、

こうした事態については、「ほとんど想定

されない」という見解を示しているのであ

りまして、現実性が疑問視される事態に、

対応を全国の自治体が迫られるというわけ

であります。こうした取り組みに対して、

市民にどのような啓蒙をしていくおつもり

なのか、市長の見解をお聞きするものであ

ります。 

  次に、公民館、図書館など社会教育施設

の民間委託と、教育委員会の職務権限につ

いて、市長並びに教育長にお尋ねをいたし

ます。 

  社会教育機関で働く職員の皆さんの仕事

は、地域の人々とともに学び、ともに生き、
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そして地域の人々の学ぶ権利を学校教育以

外の場で広く支えていく仕事、これが皆さ

んの仕事だと思うのであります。 

  長井市の公民館活動を見れば、例えば中

央公民館では、子育て支援や地域との深い

かかわり合いの中で活動が評価されて、平

成15年度に文部大臣表彰を受ける、また、

西根地区公民館では、地域に伝わる伝説を、

住民の皆さんとともに史跡として残ってい

る現場を訪ねて研究し、それを紙芝居に製

作した成果が評価されて、全国表彰を受賞

する。あるいはまた、致芳地区公民館では、

公民館施設の一室を活用してギャラリーを

開設し、住民の創作活動を展開して、地域

ぐるみで文化活動に取り組んでいる。ほか

の豊田、伊佐沢、平野地区公民館でも、こ

うしたことに懸命に取り組んでいる。まさ

に地域密着、住民主導型の活動を展開して

いることはすばらしいことだと、その努力

とご苦労に心から敬意と感謝を申し上げる

ものであります。 
＋

  こうした活動の展開に当たって、その活

動を支え、中核となって活躍しておる社会

教育職員である公民館主事は、現在、長井

市が設立した「事務管理公社」の嘱託職員

という身分で、労働の対価として市から一

定の保障を受けているわけであります。 

  昨年、この「事務管理公社」の運営費補

助金に対して、長井税務署から消費税申告

もれが指摘されました。平成12年度から17

年度までの６年間の消費税分2,240万円もの

納付が求められるという大失態を長井市が

演じたのであります。市では、この問題を

解決するために、つまり人件費にかかる消

費税納税を回避する目的もあって、「事務

管理公社」嘱託雇用ではなく、新しくつく

られる地区公民館運営協議会会長が、公民

館業務について長井市と業務委託契約を結

んで、そこで主事２名が管理、監督され、

働く立場となる、そういう計画が、先ごろ

議会総務・文教常任委員会に説明されたと

いうことであります。 

  これを整理してみれば、公民館長は教育

委員会から任命を受け、公民館事業の企画

や実施等は、市長と業務委託契約を結んだ

公民館運営協議会に雇用される主事等とと

もに当たるということであります。主事の

立場にしてみれば、二人の監視役に見守ら

れて働く、そういうふうなことになるわけ

であります。同時にまた、公民館長も、公

民館運営協議会会長も、その地域を代表す

る識見を持った方々でありますから、施設

の運営管理や事業実施の方法や運営に関す

る意見などで、常に同じレベルを保てる状

態ではなくて、ときにはそごを来すという

困難さもぬぐえないではないか、そういう

状態の中で公民館主事が働いていくという、

こういうことの心配は取り越し苦労にすぎ

ないと思うのでありましょうか。 

  このたびの長井市事務管理公社の見直し

と公民館運営の計画には、大きな無理があ

ると思うのであります。見直しの主な理由

となっている事務管理公社の消費税負担に

ついては、平成16年度分が340万円でありま

す。この負担を削減するために、公民館に、

公民館運営協議会が新たに設置され、その

会長が公民館の事業費や人件費を調達する

ために、市長との委託契約者となる。そし

て同じレベルに地区公民館長がおられると

いう、極めてわかりづらい関係ができるこ

ととなるのであります。まさに、行政コス

トの削減がその根源にあると、私は思うの

であります。 

  私も、市職員として働いていた時分、公

民館に長年勤務しておりました。その中で

会得した中に、もともと戦後の民主的な改
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革の中で、公民館の運営や職員の任命は、

住民の意見に基づいてなされるべきと定め

た法の趣旨があるということであります。 

＋ ＋

  そうはならないまでも、このたびの問題

で検討されている課題は、自治法にある

「地方教育行政の組織及び運営に関する法

律」いわゆる地教行法の第23条の「教育委

員会の職務権限」についてであります。つ

まり、教育機関は、教育委員会が管理する

ことを明確に指定しているのであります。 

  「教育委員会は、当該地方公共団体が処

理する教育に関する業務で、次に関するも

のを処理し…」とあって、「教育委員会の

所管に属する第30条に規定する学校その他

の教育機関の設置、管理及び廃止に関する

こととあります。その他の教育機関、つま

り公民館や図書館であります。その第30条

では、「地方公共団体は、法律で定めると

ころにより、学校、図書館、博物館、公民

館その他の教育機関を設置するとありまし

て、公民館が明確に入っているのでありま

す。また、第23条を見ますと、明確に「設

置、管理、廃止」という文言が出てくるの

であります。したがって、第23条全体は職

務権限、要するに教育委員会が管理主体と

して規定されているのであります。さらに

第32条には、「教育機関の所管」として、

公民館、図書館の所管は、教育委員会の所

管にあるとしているのであります。 

  このように幾重にも規定されていること

から言っても、教育委員会が社会教育機関

の管理主体であることは間違いないのであ

ります。したがって、このたびの「長井市

事務管理公社の見直し・縮小に伴う長井市

公民館および置賜学習プラザの運営につい

て」という問題提起となった原因を、教育

委員会で十分に検討され、市長や財政当局

とどのような詰めを行ったのか、明らかに

する責任があると思うのですが、これに関

する教育長の答弁を求めるものであります。 

  また市長には、このたびの事務管理公社

職員の体制がえについて、年間300万円の節

約で、地域に根づきつつある公民館活動に

大きな亀裂を生むことさえも考えられそう

な、この計画を撤回する考えはないか、答

弁を求めるものであります。 

  次に、長井市立図書館の指定管理者制度

に基づく業務委託について、教育長にお尋

ねをいたします。 

  ３月１日付の「広報ながい」に、「図書

館業務の受託者を募集します」と書いて、

図書館業務の一部、カウンター業務、移動

図書館の運行などを委託する、委託対象は

市内に主たる事務所ほ有する法人や団体な

どとしております。 

  図書館の設置目的は、住民の資料、情報

の要求にこたえることが基礎としてあると

思うのであります。昨年の９月議会で、指

定管理者制度を適用したわけでありますが、

市長の答弁は、主に経費削減を重視してい

る傾向にあるというふうに感じましたが、

図書館の設置目的に照らして、それはどう

いうことか、そういうことを十分検討しな

くてはならないと思うのであります。 

  先ほども申し上げましたとおり、図書館

は教育機関として位置づけられております。

教育機関ということについて文部科学省は、

「教育、学術及び文化に関する事業を行う

ことを主目的として、専属の物的施設及び

人的施設を備え、かつ、管理者のもとにみ

ずからの意思をもって継続的に事業の運営

を行う機関である」というふうに、図書館

について文部省初等・中等教育局長が答弁

をしております。つまり、図書館は単なる

物的施設ではなくて、人的施設、つまり職

員がいることが要件であり、管理者、つま
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り教育委員会の管理を受けつつ、図書館み

ずからの意思をもって事業を行うことを求

めているわけであります。資料の選定とい

う作業が、ほかからの干渉を受けることな

く、図書館が独自に方針、基準をもって行

う根拠の一つは、ここにあるのであります。 

＋

  また、図書館は図書館法第17条によって、

入館料、資料利用の対価徴収を禁じており

ます。現在、長井市立図書館では、資料コ

ピー料として徴収しておりますが、厳密に

言えば無料とすべきであります。無料の原

則があるからこそ、住民の要求を踏まえた

さまざまな、豊かな図書館サービス展開が

実現されてきているのであります。 

  また著作権法第31条は、公共図書館に対

して、限定的ではありますが、著作権者の

許諾を得ることなく、その複写を認めてお

ります。図書館は情報提供の機関、住民の

情報活用能力を高める機関、という公共的

役割に着目しての措置であります。 

  そこで教育長にお訪ねをいたします。指

定管理者を選定する際の基準として、「管

理を安定して行う物的能力、人的能力を有

していること」と挙げておりますが、そも

そも図書館分野においては、実績を持つ団

体がないのであります。このたびの募集要

項にあるカウンター業務は、単なる本の貸

し出しというだけではなくて、書架の分類、

整理など、専門性の質、内容、提供してい

るサービスの質など、またさらに継続性、

安定性を図る指標などについて、どのよう

な整理をしているのか、お尋ねをいたすも

のであります。 

  また、図書館利用者の利用者カードに書

き込まれた個人情報の保護管理と外部流出

を抑えるための対策などは、どのようなマ

ニュアルに基づいて管理されているのか。

同時に、管理代行させる業務の範囲につい

ても、地方自治法では条例として定めてい

ることとしていますが、どのようなお考え

かお聞きいたしまして、壇上からの質問と

させていただきます。 

  ご清聴ありがとうございました。（拍

手） 

○大沼 久議長 ここで昼食のため、暫時休

憩いたします。 

  再開は、午後１時といたします。 

 

 

     午前１１時５５分 休憩 

     午後 １時００分 再開 

 

 

○大沼 久議長 休憩前に復し、午前に引き

続き会議を再開いたします。 

  目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 藤原議員にお答えを申し上

げます。 

  まず、国民保護計画と長井市平和都市宣

言との整合性についてでありますが、ご案

内のように、長井市では、市政施行40周年

となった平成６年の９月に平和都市宣言を

しました。平和都市宣言の趣旨は、日本が

世界の中でも唯一の被爆国として、地球か

ら１日も早く核兵器をなくし、戦争のない

平和な世界が実現するということを願って

宣言したものであります。 

  今般の国民保護計画というのは、武力攻

撃を受けた場合、あるいは大規模テロが発

生した場合などに、国民の生命、身体及び

財産を保護し、武力攻撃に伴う被害を最小

限にするために、国や地方公共団体などの

役割を具体的に定めた法律であると思いま

す。 

  戦争のない平和な世界を願うことと、不

幸にして武力攻撃等を受けた場合、国民の
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命や身体、生命、財産を守るということは、

整合性はとれているというふうに私は思い

ます。 

＋ ＋

  私も、市長として、世界の平和と安全・

安心のセーフティーネットの充実している

社会づくりに全力を傾注しておりまして、

そうした姿勢で今後ともさまざまな機会を

とらえて、申し上げていきたいと思います。 

  なお、憲法第９条についてでありますが、

これは今、国民の皆さんから改正をすべき

かどうかと、国民的な議論が巻き起こりつ

つあると。そして、具体的な政治課題にも

なっておると思いますが、私は、自衛権は

第９条で認められているものだというふう

に思っておりますし、やはりみずから守る

という気概がなければ、国民の生命、安全

は守れないものだというふうに思っており

ますので、この点も整合性はとれていると

いうふうに思っているところであります。 

  次に、事務管理公社についてですが、

「300万円を節約するから大きな亀裂を生

む」と。「この計画を撤回する考えはない

か」と、こういうご質問でありますが、撤

回をするつもりはありません。亀裂を生む

とも思っておりません。 

  公民館活動につきましては、各地区の特

性と主体性を生かしながら、地域の皆様の

ニーズ、要望にこたえられる公民館活動を

推進することを目指して、昭和58年から昭

和62年までの５年間、住民主導型の公民館

運営を施行されました。昭和63年から、地

区公民館の事業運営を地域住民で組織する

各地区の公民館運営協議会に委託をしたと。

この住民主導の公民館運営、これは長井方

式とさえ言われて、これが基本として、例

えば南陽でも各地区でも、やはり民間の皆

さんと住民の皆さんで、一緒にこの公民館

をやっていく、地域おこしをやっていくと

いうことが見直された。そして、それが展

開されたということだと思います。 

  このたびの見直しは、これまでその長井

方式に戻すという意味でありまして、住民

主導に戻すということでありまして、第２

の公務員である事務管理公社の職員ではな

くて、これは主事の方も、昭和58年のとき

もそうでありましたけれども、地域の中か

ら選んで、できれば。地域の民間の方が、

地区公民館運営協議会に採用してきていた

だいて、そして住民主導型の公民館運営を

推進してきていただいたと思います。また

そこに、あれは先進的でありましたし、そ

うあるべきだと思っておりましたし、そこ

に戻すということでありますから、撤回す

るつもりはありません。 

  公民館主事の方が、事務管理公社の見直

し、縮小に伴い、現在の地区公民館の業務

を委託している地区公民館の運営協議会に

採用していただければ、これまでと同じよ

うに公民館事業を推進していただけるもの

だと思っております。給与・福利厚生等人

件費につきましては、なるべくこれは維持

をして、そして必要なものは措置をしてい

きたいというふうに思っているところであ

ります。 

  以下の面につきましては、教育長なり関

係課長から申し上げます。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 藤原議員のご質問、４点

ほどに整理させていただいて、お答えをし

たいというふうに思います。 

  まず１点目ですが、教育委員会としての

職務権限からして、このたびの見直しにつ

いて教育委員会で十分に検討されたかとい

うことですが、公民館、図書館は、教育委

員会の所管でありますので、社会教育施設

としての位置づけや運営のあり方、方向づ

―５４― 
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  公民館長は、社会教育法や条例に基づい

て、教育委員会が任命をします。社会教育

法や条例の規定では、館長は公民館の行う

各種の事業の企画、実施、その他必要な事

務を行いとあります。事業の企画・実施に

ついては、運営協議会に委託をするので、

運営協議会の業務になるわけですので、館

長は業務を委託した側の立場になります。 

けは、教育委員会として責任を持って取り

組んでいかなければならないというふうに

考えていますし、これまでも教育委員会の

職務権限内ということで取り組んできてい

ます。来年度の方向づけについては、予算

も絡みますので、地教行法第33条の規定に

基づいて、市長と協議をしながら進めてき

ました。 

  そこで、公民館の館長しての仕事、役割

を５点に整理をしました。一つは、施設設

備の管理です。二つ目は、運営協議会の相

談役としての指導・助言、三つ目は、主事

と連携した事業の実施、そして四つ目は、

委託した事業の執行状況の確認、五つ目が、

運営協議会の会長との打ち合わせなどで、

公民館運営全体的なコーディネーター的役

割があると考えています。 

  具体的には、来年度の公民館、図書館の

組織とか運営についても、第四次の長井市

総合計画の基本理念、また、自立できるま

ちづくり、協働のまちづくりという視点も

踏まえて、８月以降、報告とか協議、検討

ということで、定例教育委員会、臨時教育

委員会、教育委員会協議会という形で、数

回話し合いをしてきています。その結果と

して、来年度の方向性を、公民館について

は住民のニーズにこたえ、また時代の流れ

に合った学習機会を与えるような生涯学習、

地域づくりの拠点施設として、これまでど

おり住民主導型の長井方式を堅持する。合

わせて、公民館運営のかなめになっている

主事の身分保障、待遇改善について努力す

ることを確認したところです。 

  また、運営協議会の会長の仕事としては

大きく３点で、一つは、職員である主事へ

の指揮・命令・監督になると思います。二

つ目は、事業の企画・運営・実施。三つ目

が、館長との打ち合わせなどが考えられま

す。 

＋

  そのことによって、主事は今年度までと

同様に、事業を企画・立案し、運協の承認

を得て、日常的には館長と連携をとりなが

ら、事業を実施できると考えています。 

  図書館については、市の行財政改革の推

進、市民と行政の協働のまちづくり等の視

点を踏まえて、かつ公共図書館としての機

能、役割を堅持し、利用者へのサービスが

一層向上するよう、民間の力を導入するこ

とも是としたいということで、教育委員会

としての意思統一がなされています。 

  また、館長と協議会の会長とのそごを心

配されているようですけれども、そういう

ことにならないように、現在、各地区にお

いて館長と現在の運営協議会の方々で、来

年度の体制づくりをしていただいていると

ころです。 

  ２点目ですけれども、二人の監視役に見

守られて働く公民館主事の立場が心配であ

るというご質問ですが、現実的に頭二つと

いう心配もあるようですけれども、館長と

か運営協議会の会長の仕事、役割を明確に

することで解決できるではないかというふ

うに考えています。 

  ３点目で、動的能力、人的能力を有して

いる図書館業務を受託できるような団体が

あるのかというご質問ですけれども、これ

までの業務の棚卸しとか、委託可能性調査、

また今年度の定時補助職員への対応では、
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＋

業務マニュアルを作成し、事前研修を行っ

た結果、成果があったということもあって、

委託可能な環境が整ったと判断をしました。 

  委託の条件としては、大きく三つの点を

挙げています。一つは、長井市内に主たる

事業事務所を有する法人団体であること。

二つ目に、司書、有資格者を２名以上雇用

していること。三つ目に、電算システムに

精通したものを雇用していること。あくま

でもプロポーザルで受託団体を選定します。

これらの資格要件を満たし、物的能力、人

的能力を吟味しながら、住民サービスの向

上を図れるような団体にお願いをしたいと

いうふうに考えているところです。 

＋ ＋

  ４点目のご質問は、情報管理の件につい

てですが、個人情報の管理については、個

人情報保護条例や業務委託契約の中で、守

秘義務を規定して管理するようにします。 

  また、情報の根幹にかかわることについ

ては、長井市立図書館情報システムセキュ

リティー管理規程に基づき、セキュリティ

ー対策を講じています。 

  今回の業務委託については、指定管理者

制度に基づくものではなくて、業務の一部

を委託するもので、管理運営の根幹にかか

わるところは、市職員の館長等が行うよう

にしたいと思っています。 

  以上です。 

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 どうもご答弁あり

がとうございました。 

  市長にお聞きをいたしますが、国民保護

法でありますが、全体として戦争が始まる

というふうなことは考えられないというふ

うな雰囲気は、それはあるわけでありまし

て、またそうなってはいけないわけであり

ますが、いわゆる憲法を改正をしなければ

いけないという、この震源地は、これはア

メリカから来ているわけですね。今、日本

に置いているアメリカ軍基地を再編しよう

として、日本に今迫っておるわけで、しか

もアメリカ軍基地の再編のお金を、２兆円

とも言われる莫大な費用を日本が負担させ

られるというふうな計画になっておるわけ

であります。 

  今、日本各地で米軍基地の再編が来ない

ようにという大きな反対運動が盛り上がっ

ております。アメリカ軍の戦闘機部隊が来

ると。それを市で受け入れるかどうかとい

うことをめぐって、日本各地で大きな運動

が盛り上がっておるわけであります。例え

ば、山口県の岩国市でありますが、この受

け入れをめぐる住民投票が今月の12日に行

われますが、これに対して岩国市長は、岩

国の将来を決める大切な課題だということ

で、住民投票への参加をみずからビラを配

って住民に呼びかけるというふうな運動を

やっていると。つまり、ああいう基地を抱

えている自治体の首長は、本当に住民とと

もに戦闘機部隊の配置に命を賭して戦って

いるというふうなことを、新聞の報道では

見るわけであります。つまり、自然の大災

害、あるいは大地震、こういうものは人間

の力では防げないわけでありますが、しか

し戦争は、外交や、あるいは政治の力で抑

えることができるわけであります。その最

も大もととなっている、基本となっている

自治体が、それに対してどのような態度を

とるかということは、非常に大きな課題だ

と思うんですね。 

  これは国がそういうふうに決めたという

ふうなことで、基地の問題とか、そういう

問題は専管事項なんだと。市町村は、これ

に従う義務があるんだというふうな、今、

議論も出ておりますし、市長の今の答弁で

も、これは例えば、自衛隊は９条で自衛権
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ですね、認められているとかいうふうな発

言は、つまりはそういうふうな考えから出

ているわけですが、しかし、地方自治体の

仕事というのは、一体どういうことかとい

うことでは、地方自治法の第１条第２項で

住民の福祉の増進を図ることを基本とする

というふうに明確になっておるわけで、逆

に言えば、福祉を害するものはやめさせる

というふうなことが基本になるわけであり

ます。 

＋

  今言った岩国市の問題は、山形県内には

今のところ出ておらないわけですが、しか

し、外交防衛問題であるというふうなこと

とともに、周辺の住民からは、その騒音と

か、あるいはアメリカ兵のたび重なる犯罪、

こういうことで住民の安全や安心、あるい

は福祉の問題に直接かかわってくる問題で

あるわけであります。 

  長井市では、そういった問題がないから、

これには別に基本どおりに従っていればい

いのだというふうなことで果たしていいの

かと、こういう問題についてどのようにお

考えかお聞きをいたします。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 県の危機管理室生活安全調

整課から、国民保護法をわかりやすくとい

うのにも載っているわけですが、武力攻撃

を受けたとか、あるいは大規模テロの場合、

これはまず避難をしなければいけない。そ

の場合に、国は警報を発令し、都道府県は

その警報を市町村に通知し、市町村はやは

り住民の皆さんの直接の生命、身体を守る

わけですから、それを伝達すると。避難所

はここですと。あるいは落ち着いていきま

しょうとかいうことになると思うんですね。

この避難はちゃんとしなきゃいけない。そ

れから救援。もしも、とにかく被災者の方

が出られた場合には、国の対策本部から救

援の指示があり、都道府県からは市町村長

に救援の実施について連絡がありますから、

その場合に、災害対策等でも訓練をしてい

るわけですが、収容施設も設置し、食品、

飲料水の提供など、生活必需品の提供、医

薬の提供などをしなければいけないとなっ

ております。そうしなきゃいけない。 

  それから、その被害を最小化するために、

やはり安全を気にしたり、例えば、ダムで

あるとか鉄道施設であるとか、警備を強化

する。ここには原子力発電は長井にはない

わけですから、あるいは危険物、毒薬、劇

薬、高圧ガスなどの災害の発生をいち早く

防止しなきゃいけないわけですし、危ない

地域があれば、警戒区域を設定し、その区

域内の立ち入りは制限する…。 

（「まとめて答弁してください。時間がない

から。」の声あり） 

○目黒栄樹市長 こういうのを具体的にやる

のが市町村の仕事でありますから、その仕

事はしっかりとやらなければいけないとい

うふうに思っているところであります。 

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 だから、先ほど申

し上げましたように、武力攻撃を受ける可

能性というのは、一体どういうふうに現実

味を持って市長は考えておられるのか、そ

こをお聞きします。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 国会に行って外交防衛の委

員会で大いに議論をされることだと思いま

すが、つまり想定はいろいろあると思いま

すよ、それは。想定はいろいろある。テポ

ドンが飛んでくるなんていう想定もしなき

ゃならないときもあるでしょうし。しかし、

そういったことについては、基本的にまず

やはり、外交防衛については国がしっかり

と対処をするわけで、そして、生命、身体、
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＋

財産を守るのが市町村の仕事でありますか

ら、国と県と緊密な連携をとってやるとい

う以外に、私は市町村としては、それが一

番の任務なのではないかと思います。 

＋ ＋

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 想定は今のところ

ないという国の答弁があるわけであります

が、しかし、県の国民計画のポイントとい

うふうな資料もありますが、しかしながら、

それに沿って住民が動員させられるという

ふうなことについては、やはりいろんな意

味で考えさせられるのではないかと。まる

で戦争があす、あさってにでも来るような、

そういうふうなあれを植えつけるというふ

うなことであってはいけないのであって、

ましてや、先ほども例として申し上げまし

たような、小学生までもこれに動員すると

いうふうなことがあっては、本当に平和教

育というのは一体どうなるのかというふう

なことでありまして、これについては、い

ずれ条例が出ますので、そこでもう少し踏

み込んだ議論をやりたいというふうに思っ

ております。 

  それから、教育長にお尋ねいたしますが、

結局、教育委員会で検討なされたというふ

うなことでありますが、今までの事務管理

公社ではうまくないと。結局、公民館の運

営管理がうまくないと。どこにあったんで

すか、その理由は。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 まず一つは、業務の受託

関係と、現場での館長と主事の関係。この

辺が不明確だったなというふうな話で検討

を進めてきました。 

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 委託・受託関係が

明確でないということは、委託者は長井市

なわけですね。受託者が公民館長だったわ

けじゃないですか。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 そのとおりですけれども、

受託する側の公民館長は、市の非常勤特別

職ですので、市が市に受託・委託の関係と

いうことで、この辺は適切でないのではな

いかというようなことでの検討をしました。 

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 それと、今度運営

協議会に委託をすると。そうすると、それ

は今の関係から切り離されるから、市との

委託・受託関係は矛盾がないということに

なるわけですね。 

  そうすると、先ほども申し上げましたよ

うに、公民館長は教育委員会から任命され

ると。それから、実際の仕事、主事の管

理・指揮・命令、あるいは事業の企画・実

施。そういったことは協議会長がやるわけ

ですね。常に主事と公民館に勤務するとい

うのは、会長でなくて会長なんですか。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 会長は、年数回の出勤と

いうか勤務になると思うんですけれども、

館長さんも、今は週３日の勤務になってい

ます。現在も館長と主事の関係というのは、

館長は市の非常勤特別職で、主事の方とい

うのは、事務管理公社の職員ですから、そ

こにも指揮命令系統はできないような状況

になっていますが、お互い連携をしながら、

現在の公民館運営をやっているという状況

です。 

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 ちょっとわかりに

くいんですが、結局、全体的には事務管理

公社がこの事業をやって、各公民館に委託

していくということではないんですか。職

員の採用からそういったものを事務管理公

社で行うと。そして、それを協議会長に委

―５８― 
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任をするんだということなんですか。そう

ではない。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

＋

○大滝昌利教育長 職員は運営協議会で採用

します。 

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 職員は運営協議会

で採用すると。そして、運営協議会長は、

市が任命ではないですね。任命は館長です

ね。公民館長を市が任命すると。そうする

と、運営協議会長が、どういう形で公民館

に指揮命令が出てくるんですか。市が運営

協議会長に委託をするということになるん

でしょう。市か運営協議会長に委託すると。

委託を受けた協議会長が、主事の身分、あ

るいは賃金、そういったものを管理すると

いうことになるわけですね。 

  そうすると、館長は、そんなに毎回出て

いくのではないんだと。週に１回とか、そ

ういうものだということなんですか。それ、

逆にしたらどうなんですか。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 運営協議会の会長の立場

は、今ご指摘のとおりですが、館長は週３

回をめどにして出勤しますので、日常的に

は館長と一緒に公民館主事がそれぞれの公

民館の事業を推進するということになりま

す。 

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 協議会長は出勤し

ないんですか、公民館にね。出勤しないと。

ただ、その業務を請け負うと、市から。与

えられた業務を請け負って、主事に対して

指揮、命令、事業の企画・実施を行うと。

出勤しないでですよ。そんなことができる

の。やはり、主事と十分な話し合いを持っ

て、館長との話し合いを持って事業実施を

やっていくわけでしょうが、責任者はどな

たなんですか。館長ですか、会長なんです

か。その事業の結果、いろんな問題が起こ

ったときの責任者はどなたですか。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 事業そのものについては、

市の方で運営協議会に事業を委託するわけ

ですので、その責任は運営協議会の会長に

なります。 

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 何時まで。 

○大沼 久議長 あと３分です。 

○１６番 藤原民夫議員 そうすると、極め

て一般には、公民館長がそこの公民館を代

表するというふうになると思うんですが、

実際には協議会長が代表するんだというこ

とになるんですか。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 あくまでも、その公民館

の全体の運営については館長が代表するよ

うになります。 

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 個別の事業につい

ての責任は、協議会長が負うと。公民館全

体の運営の責任は公民館長なんだと。そう

なんですか。なかなかちょっとややこしい

関係。結局、これはどうしてこうなったん

ですか。結局、消費税でしょう。どうです

か。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 事務管理公社の縮小・見

直しに伴って、やはり長井方式のかなめに

なっているのは公民館の主事さん方ですか

ら、その主事さん方の身分、待遇を保障し

てやるということが、これからの公民館運

営の最も大きな課題でないかということで

の検討です。 

○大沼 久議長 16番、藤原民夫議員。 

○１６番 藤原民夫議員 私もその意見には
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＋

本当に大賛成です。しかし、やり方がどう

してもわからなかったものですからね。も

っと一般の住民にも、その地域の公民館を

あれしている住民の方にも、ここはもっと

スパッとわかるような形が一つ、どうして

も必要じゃないかと。 

  それと、先ほど質問でも申し上げました

ように、館長と協議会長がそごを生じると

いうふうなことのないように、ここはやは

り十分なディスカッションが必要でないか

というふうに思いまして、これまでの公民

館活動が低下するというふうなことのない

ように、住民との結びつきを十分に得て、

一層進めてくださるようにお願いをして、

私の質問を終わります。 

 

 

  蒲生光男議員の質問 

＋ ＋

 

 

○大沼 久議長 次に、順位４番、議席番号

９番、蒲生光男議員。 

   （９番蒲生光男議員登壇）（拍手） 

○９番 蒲生光男議員 私は、フォーラム２

１を代表し、質問を申し上げます。市長以

下答弁をお願いしております皆様には、簡

潔明瞭なるお答えをお願いいたします。 

  国民の期待を一心に背負って開かれたト

リノオリンピックも終了し、メダルゼロか

と思われた終盤、フィギュアスケートで荒

川静香選手が舞う「イナバウアー」で全国

民が感動し、フィギュアスケート史上初の

金メダルをもたらしました。Ｉｎａ Ｂａ

ｕｅｒは、1941年生まれのドイツの女子シ

ングルフィギュアスケーターであります。

３度ドイツチャンピオンとなり、ヨーロッ

パ選手権や世界選手権でも活躍しました。

フリーの演技を得意としておりましたが、

規定を苦手としていたそうです。映画にも

出演したことがあり、現在、ご本人は65歳。

荒川選手の演技を見て、「とてもすばらし

く、感動した」とのメッセージが寄せられ

ました。本県の加藤条治選手とともに、こ

れからの一層の活躍を期待したいものであ

ります。イナバウアーは、荒川静香選手が

得意としている技でありますが、荒川は上

半身を反らして行うので、上体を反らすの

がイナバウアーであるという誤解が生まれ

ました。荒川選手のイナバウアーは、「レ

イバック・イナバウアー」というそうです

が、非常に美しい技でありますけれども、

上体を反らしてのイナバウアー自体は、そ

れほど難しい技ではないと言われておりま

す。しかし、荒川ほど深く上体を反らすイ

ナバウアーは、他の選手にはまねができな

いと言われております。 

  オリンピックチャンピオンとなった荒川

選手の耳元で揺らめくイヤリング。「ラザ

ール・ダイヤモンド」は43万500円、今飛ぶ

ように売れているそうです。また、トリノ

市のあるピエモンテ州から荒川静香選手に

ダイヤモンドと金でできたティアラが贈ら

れました。五輪にちなみ細い５本の輪を組

み合わせたシンプルなデザインで、ちりば

めたダイヤモンドは氷をイメージ。ダイヤ

モンド2.5カラットで700万円相当。これは

フィギュア女子金メダリストに贈呈するた

め、コンテストで選んだものだそうであり

ます。デザインは、トリノのデザイン学校

の女子学生。ともに、東北で活躍しました

カーリング「チーム青森」の皆さんととも

に、今後の活躍を期待したいものでありま

す。 

   ２月19日、第40回青梅マラソン大会がこ

れまでの過去最大のランナー２万人を集め

て開催されました。晴天の青梅路に繰り出
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